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全 体 と して の 国家 財政 の なか で,い わ ば 扇 の要 を なす の__._,.般会 計 で

あ り,普 通 に国 の予 算 とい う場 合 これ を指す。そ して,こ の一 般 会計 の収

入 のなか で圧 倒 的部分を 占めるのが租税(税 金)で あ る。

租税(taxes)と は,一 般 的 に いえ ば,国 家 がそ の活動 に要 す る経 費 を賄

うために,公 権 力 に も とつ い て民 間 か ら強制的に,そ して また 直接 の反 対

給 付 な しに一方的 に 商品経済 の一般原則の例外 と して 徴収 した国
く1ラ

家の収入である。 これに よって国家は,国 家 と して の活動 を維持 す るに必

要 な経済的基礎 を確保す る。なお,所 得 税 を は じめ とす る国税 や住 民税 を

は じめ とす る地方税 な ど通常の租税 のほか,各 種 の社会 保険 料(年 金,医

療,雇 用 ・失 業 な ど)も そ の性 格 か ら して租税 の一 種 とみな して よく,そ

して実際 今 日で は,前 者 を租 第5表 国民負担率の推移(対 国民所得比)

税 負 担(率),後 者 を 社 会 保

障 負 担(率),両 者 を あ わ せ

て 国 民 負担(率)と して把 握

され て い る(第5表 参照)。 広

い意 味 で租税 負担 とい う場 合

は,こ の 国民 負担 を さす と考

えて よい。

そ して,こ の租税 は,資 本

主 義 財政 に おけ る国家 収 入 の

年 度
租 税
負 担 率

社会保障
負 担 率

国 民
負 担 率

1970 X8.9 5.4 24.3

75 18.3 7.5 25.8

180i
85

22.2

24.fi

9.1

10.7

31.3

35.3

86 25.5 10.9 36.4

87 27.4 11.0 38.4

88 27.4 11.1 3$.5

89 27.3 11.5
・.

70伸 び率

$9
144.4 X13.o 159.7
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決定的主柱を な してい る。 マル クス も,「 租 税 は,政 府機 関(国 家)の 経

(2ラ

済的基礎 であって,そ れ 以 外 の何 物 で もない」,「租税 は,経 済的 に表 現 さ
く3}

れた国家の定在である」 と指摘 している。このように租税が,資 本主義国

家財政の収入の主柱をなし,「国家の経済的基礎」「経済的に表現 された国

家の定在」 とよぶにふ さわ しい決定的な重要性を もつのは,偶 然なことで

も,一 時的なことでもない。それは資本主義社会の客観的構造そのものに

必然的に由来する歴史的特色である。資本主義社会においては,主 要な生

産手段が,国 家ではなく,個 別の資本家階級による私有財産 として所有 ・

支配 されてお り,し たがって本来の経済活動はいわば国家の外で 「私経済」

くの

として営 まれ,こ のた め に資 本主 義 国家 はf経 済 的 にみ れ ば 「寄生 的 」 国

家 であ ることに必然的に由来するか らである。だか ら,プ レ・一ゲ リも次 の

よ うに のべ て いる。

「租税が資本主i義国家 の収 入 に お い て,も っ と も重 要 な地 位 を 占め てい

る事 実は,け っ して偶 然 な こ とで は な い。 すべての経済的な管制高地を 自

己の手 に集中 してい る社会主義国家が決定的 な生産手段の所有者であ り,

そ の収 入 を主 と して 社 会 主 義 企 業 の利潤 か ら くみ とってい るの とは反対

に,資 本 主義 国 家 は,主 要 な生産 手 段 を 自己 〃)手にに ぎ って お らず …… 国

営企 業 か らの収入は,国 家 支 出 を まか な うた め に は,ま った く不 十 分 で あ

る。 だ か ら,資 本主 義 国家 は … …必要 な資 金 を,国 営企 業 の ぞ とで つ く り

だ され て いる国民所得の一部分を租税 とい う形 ですいあげ ることに よって

調達せねば な らない。 したが って,資 本 主 義 の条件 の も とでは,租 税 が 国

家予 算の収 入にお いて,第 一 級 の意義 を もつ こ とは溶 観 的 燃 性であ(5)」。

事 実,わ が 国 の一 般 会 計予 算 にお い て も,年 度 に よ って変 動 は あれ,租

税 収 入が 歳 入総額 の なか で圧 倒的な比重を しめてい ることは一 見 して明 ら

かであ る(第6表)。 さ らに これ に,「 公債 金」 収 入 を"先 取 り"さ れ た 租

税 とみ な しで 一一 とい うのは,資 本主 義 的公(国)債 は,将 来 な ん らか の

租税 に よって償還 す るほかな く,こ の意味 で"先 取 りMさ れ た租 税 と して,

租税 の特殊 な一形 態 とみ なす こ ともで きるか ら 合算すれば,歳 入総 額
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第6表 一般会計歳入構成(%)

1934～

36年
1955 1965 1970 1975 198 1985 1990

租税及び印紙収入 44.7 70.O 80.8 86.3 64.0 62.0 70.7 87.6

専売納付金 8.8 10.1 4.4 3.2 1.6 1.8 o.o o.o

官業益金及び官業収入 2.4 1.2 0.4 o.o o.o o.o 0.0 o.o

政府資産整理収入 0.9 0.8 0.7 0.3 0.1 0.1 0.3 0.2

雑収入 10.6 4.4 4.5 3.8 3.7 2.5 4.8 3.7

公債金 29.5 一 5.2 4.1 24.6 33.5 22.8 $.4

前年度剰余金受入 3.1 12.8 3.6 2.3 6.0 o.1 1.3 0.1

歳入合計 100.0 100.0 loo.o loo.o 100.o 100.0 100.0 1DD.0

(注)1985年 度 までは決算額,1990年 度は 当初予算額。1934～36年 の税収比が小さいのは,

第2次 大戦(大 平 洋戦争)突 入直前の準戦時下 で,巨 額 の軍事費(歳 出税額の44.

8%)を 赤字 国債で賄 った ことの反映であ る。

(資料)大 蔵省 『財政金融統計月報』

中に しめ る租税 の実質的比重 は文字 どお り圧倒的である とい って よい。

なお,租 税 を 中心 とす る一 般 会 計 の収 入構成を,予 算 区 分 に した が って

簡 単 な コメ ソ トつ きで示せぽ以下 の とお りであ る。

①租税及 印紙 収入(後 者 は流 通 税 の 一種),② 専 売 納 付金(ア ル コール

専 売 事 業特 別 会 計 納 付 金),③ 官 業 益 金 及官 業 収 入(国 の事 業 の うち専 売

以 外 の もの か ら生 じた益金 ・収入で,そ の うち特 別 会 計 の利 益金 が 官業益

金,一 般 会 計 の事 業 収 入 が 官 業 収 入),④ 政 府 資産 整 理 収 入(国 有 財産 処

分 収 入 及 び 回 収 金等 収 入),⑤ 雑 収 入(国 有 財 産 利 用収 入,日 銀 及 び 中央

競馬 会 等 か らの納 付 金等),⑥ 公債 金(国 の借 金),⑦ 前 年度 剰 余 金受 入。

(1)こ うした租税の定義は,法 律的ない し現象的なそれであ って,本 質規定 とし

ては十分 とはいえない。

前頁で述べたとおり,資 本主義 の国家は経済的にみれば本質的に 「寄生的」

(ない し不生産的)で あるか ら,原 則 としてその税源を上部構造 としての国家

のいわぽ外にある,下 部構造 としての本来の経済(私 経済)に 求めるほかない

ことは自明である。だが同時に,そ の場合,け っして無条件ではないこともま

た自明であろう。つまり,資 本主義国家は,そ の税源を本来の経済に原則 とし

て依存 し 「寄生」するよりほかにないが,い いかえれぽ,社 会的総生産物(生

産物価値)の 配分に第二次的 ・権力的に参加するよりほかにないが,そ の場合,
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無 条件 ではな く,量 的 に も質的 に も一定 の限定 を うけ る。 この際の条件 な い し

限定 とい うのは,要 す るに,資 本主義社 会の維持 ・発展,し たが ってその基礎

をなす 国民経 済 の拡 大再生産 を維持 し保 障す る,と い うこ とであ る。

資 本主義 国家は,こ の条 件をみ た し,こ の限定 の枠 内で しか,理 論的原 則的

には課 税す るこ とはで きない。 も しか りに,こ の条件 を無 視 し,こ の限定 を超

え るとすれば,資 本 主義社 会の維持 ・発展 を本質的 ・階級 的使命 と し,そ して

そ のために こそ課税す るはず の国家 が,資 本 主義社 会が依 って 立つ経 済的 基礎

を 自か ら破壊 し(先 の条件 と限定 を無 視 した課税 一… 生産物価値 の権 力的 引上

げ一 に よる再生 産 の破壊 ない し縮 小再 生産 な ど),し たが って資 本主義 国家

の本質的 ・階級 的使命 を 自か ら否 定す るとい う,自 己矛盾(否 定)に お ちい る

結 果に な るの であろ うか らで あ る。

したが って,以 上の よ うな観点 か ら厳密 に理論 的に いえば,資 本主義的 租税

とは,社 会 的総生産物 価値 の配分 への第二 次的 ・権 力的 な参加 を意味 し,そ し

てその税源 は,総 生産物価 値W=c+v+m(不 変資 本+可 変 資本+剰 余価値)

のなか のm部 分 の一部(拡 大再生産 用 フ ォン ドと資本家 の個人的 消費部分 とを

控除 した残 りのm部 分),国 民所 得範疇 でい えぽ,剰 余価 値mの 分 配形 態 と し

て の利潤,利 子,配 当,地 代 な どであ り,ま たそれ以 外に はあ りえない とい う

こ とであ る。 資本主義社 会 におい て生産 され る総生産物 価値Wの うち ,不 変 資

本cは,当 該年 度 に消費 され た生産手段 の補填 に あて られ るべ き価値 部分 であ

り,ま た可変資 本vは,同 様 に労働 力の再生産 にあ て られ るべ き価値部 分 であ

り7そ して この二 つの条件 が確保 され ては じめて単純再 生産が維 持 され る。 そ

して残 りの剰余価値m部 分 は,拡 大再生産 が維 持 され る こ とを条件 とす るか ぎ

り,そ の一 定部 分は,多 かれ 少 なかれ追加 的 な生産 手段 と労働 力と してふ りむ

け られ なけ れば な らな いか らであ る。 こ うして,理 論 的 に税源た りうるのは剰

余価値mの 一部 分 とな る。だか らマル クス も,理 論的 には,資 本主義的 租税 を,

剰余価値 の分割 され た一 「転 化形態」(マ ル クス 『資本論 』,向 坂逸郎 訳,岩 波

書店,第1巻707頁,第3巻 第1部,58頁,224頁)と 規定 して い る。

この よ うに,資 本主 義的租税 の源泉 は,理 論 的 には,剰 余価値m部 分以 外に

はあ りえな いのであ るが,し か し現 実 には,m部 分 のみ な らず,v部 分(賃 金)

に も,さ らには小 商品生産 者 であ る農漁 民 ・小 企業者 の所 得(こ れは,理 論 的

に も実際的 に も,事 実上vで あ る)に も課税 され てい る。 国家 の活動 に必要 な

財源を,資 本に とって最 小限 の負担 に おいて確保 す るために であ る。 そ してそ

のため の論 拠 とな って い るのが,価 値論ぬ きのいわゆ る 「三位 一一体 の定式」(『資

本論 』 第3巻 第2部,1017頁)と しての国 民所 得(nationalincome:NI)論

であ る。 これ に よる と,価 値 生産物(あ るいは 「付加 価値 」)は 労働 ・資本 ・

土地 の三要 素に よって生み だ され,そ してそれが,労 働 の提 供者 には賃金 と し

て,資 本 の提供 者 には利潤(な い し利 子)と して,土 地 の提 供者 には地代 と し
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て,「 分配 」 され る とい う。 こ うした現 象 のみをみ て本質 をみ ない 「俗流 」的

国民所得論 に拠 って,m部 分 もv部 分 もそ の真 の源泉 と質的 相違(も っぽ ら,

労働者 の労働 に よ って生 みだ された価値 の うち,労 働者 みずか らが受 け取 る部

分がv,搾 取 され る部 分がmと い う)が ま った く消 しさられ,一 様 に"所 得"

ない し"収 入"と して一括 され,し たが って両者 とも無差別 に税 源 として課税

され る。

事実,わ が国 の所得税法 で も,所 得税(現 行法 では,個 人所得 にたい して課

税 され る国税 をいい,法 人所得 にたい して課 税 され る法 人税や住民税 と区別 さ

れ てい る)の 課 税対 象所 得が,次 の10種 類に分類 され てい る。(1)利 子所得,(2)

配 当所得,(3)不 動産 所得(土 地,建 物 な ど不動 産 の貸付 か ら生 じる所 得),(4)

事業 所 得(農 業,漁 業,製 造 業,商 業,自 由業 な ど事業 に よる所得),(5>給 与

所 得,(6)退 職 所得,(7)山 林所 得(山 林の伐 採,譲 渡 に よる所 得),(8)譲 渡所 得

(土地,建 物,機 械 な らびに有価 証 券 な ど資産 の譲 渡 に よる所 得)i(9)一 ・時所

得((1>～(8)以 外 の一時 的所 得 で,競 馬,競 輪 な どの払戻 金,懸 賞 の当せ ん金 な

ど),㈹ 雑所 得((1)～(9)以 外の所 得 で,非 営 業 資金 の貸付利 子,著 作 家以 外 の

者 が受 け とる原稿料 な ど),が す なわ ちそれ であ る。

こ う して,資 本 主義的租税 の理 論的源 泉 と現実 の課税 の実態 とを あわ せ考 え

れば,資 本主義 的租税 は,資 本 に とっては利潤 の確 保(搾 取)を 永続 す るた め

の 「保 険」 金(マ ル クス ・エ ソゲル ス全 集,第7巻,295頁)を なす。 だ が労

働階級 に とっては,国 民共通 の必要 を充 足す るため の拠 出金(分 担 金)と い う

外観 を とった,「 総 資 本」 と しての 国家 に よ る 「副次 的搾取 」(『資本論 』 第3

巻 第2部,767頁),あ るいは第二次 的 ・追加 的(職 場 ・生産点 で の第一 次的 ・

基 本的 な搾取 に プラス した)搾 取 の一形態(マ ル クス 「フラ ンスにおけ る階級

闘争」,全 集第7巻,81頁)を なす 。 あ るい は また 「総 資本 」た る国家 は,租

税 を 「政 治的分 配手段」(エ ソゲル ス 「フラ ソスに おけ る階級 闘争 へ の序文 」,

全集,第22巻,507頁)と して,国 民所得 の 「再 分配 」一一 所得 の不平 等是 正

とい う外観 を と りつつ一 一 を推進す る点 を考 慮すれ ば,資 本主義 的租税 は,国

家 に よる 「所 得 の再 分配」 とい う形 式を とった総 資本に よる 「追加的搾 取 の特

殊 な一形態 」(ブ レー ゲ'リ,前 掲書,63頁)と い うこともで き る。

(2)マ ル クス 「ゴー タ綱領批 判」,新 潮 社選集,第9巻,154頁 。

(3)マ ル クス 「道徳 的批 判 と批 判的道徳」,大 月書店全 集,第4巻,365頁 。

(4)マ ル クス 「ルイ ・ボナ・ミル トの ブ リュ メールー 八 日」,全 集,第8巻,192頁 。

「フ ラソスにおけ る内乱」,全 集,第17巻,317頁 。

㈲ ブ レーゲ リ 『租税,公 債,イ ンフ レー シ ョソ』,上 巻52頁 。
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国家 が 具体 的 な課税 の対 象 とす るのは,大 別 して所 得 ,財 産,流 通,消

費(支 出)で あ る。 そ して,こ れ らを課 税 の対 象 と した 種 々の種類 の租税

が組みあわ され て,一 国 の租税 制 度 租 税 体 系が構 成 され ている
。

国家(課 税 当局)が 租税 を賦 課,徴 収 で きるた め に は,税 源 を具 体 的 に

把 握 し,そ れ を一 定 の形 で金 額 化 な い し数量化 し,さ らに それ に適 用す

る税 率 を確 定 しなけれぽ な らない。税務用語 でい う課税客体 ない し課税

物件(taxobjects),課 税 標 準(taxbase),税 率(taxrate)が ,す なわ ちそ

れ で あ る。 課 税 客 体(課 税物件)と は,課 税 の 対 象(直 接に所得 もしくは所

得の所在を間接的に表現するとみなしうる一定の物件や事実)で あ 一,て,具 体 的

に は ・所 得税 に お け る所 得,酒 税 に お け る酒 ,固 定 資 産 税 に おけ る固 定

資 産 な どがそれ であ る。 だが,こ れ か ら一 定 額 の税 額 を 実 際 に算 出す る

ためには,課 税 客 体(課 税物件)が 数 量 化 な い し金 額 化 され なけ ればな ら

ない。具体 的には,所 得 税 に おけ る年 間所 得 金額 ,酒 税 に おけ る酒 類 の

数 量 と価 額r固 定 資 産 税 に おけ る資 産 の評 価 の価額 な どがそれで ,こ れ

が 課 税 標 準 と よぽれ る。 こ うして課税客体 と課税標 準を確定 したあ と
,

必要 経 費 や所 得控 除(必 要経費の代替分)を 差 し引 いて課 税所 得 ない し課税

評 価額 を決定 し,最 後 に そ れ に税 率 を乗 じて 税 額 が算 出,決 定 され る。

なお,税 額 控 除 が 適 用 され る場 合 に は,先 に算 出 され た税 額 か ら}さ ら

に この控 除 分 を差 し引 いた残額 が最終的な納税額 となる。

なお,適 用 され る税 率 には い ろ い ろ な ものがあ るが ,代 表 的 な の は 次

の3つ で あ る。(1)累 進 税 率(progressivetaxrate)課 税 標 準 が大 き く

な る に したが って,税 率 が 累 進 的 に高 くな って い く もので sわ が 国 の 所

得 税 や 相 続 税 の 場 合 が そ うであ る。 これには単純 累進(た とえば課税所得

100万 円の場合には1%で10万 円,200万 円の場合には2%で40万 円,300万 円の場

合には3%で90万 円等 々とい う納税額 となる)と 超 過 累 進(300万 円の場合には,

XOOxQ.1+〈200-100>xO.2+〈300-200>×0 .3-60万 円 とな る)と が 勘 る
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普通 に累進税率 といえば後者を さす。(2)逆 進 税率(regressivetaxrate)一

一(Dと は逆 に ,課 税 標 準 が大 ぎ くな るに 応 じて,税 率 が低 くな って い く

もの で,制 度(税 法)上 は存 在 しな い が,一 般 に生 活 必需 品 を中心 とす る

間接 消費税 が実質的にそ うで ある。大型 間接税 と しての消費税 が と りわ

けそ うであ ることは い うまで もない。(3)比 例 税 率(proportionaltaxrate)

(D② と異 な り,課 税 標 準に た い して適 用 され る税率が均一 の一定率(課

税標準の大小にかかわ らず同 じ税率)の もので,わ が 国 の法 人税 の場 合(た だ

し,あ とでみるように二段階の比例税率)や 資 産所 得 課税 な どの特 例 と しての

一一律分離 課税がそれ である。 なお,現 行 消費 税 は実 質 上 は② で あ るが,

制 度上 は こ こに含め られ る。

この うち累進税率 は担税 力(所 得や資産)の 大 小 に 応 じた応 能 課 税 とい

う点 で,課 税 の 公平 「垂 直 的 公 平 」一 一を実現す るぎわめて有 力な

手段 として の意義を もってい る。 これ にたい して逆進税率 は,累 進 税 率

とは ま さに逆 に所 得 に逆進す る税率 であ って,公 平 課税 を 侵 害 す る もの

で あ る こ とは 言 うまで もない。 また比例税率 は,担 税 力が 国民 間 でほ ぼ

相 等 しい状 態 にあ る ような場 合には公平課税一 一一 「水平的公平」一 一 で

あ りうるが,所 得 ・資 産 の大 きな格 差 が 存 在 す る現実 を考 えれ ば実質的

には所得逆進的 に作用す るとい って よい。 すでに述 べた とお り,制 度 上

は 比 例 税 率 とい って よい現行 の消費税 が実質的には所 得逆進課税 であ る

の も,こ のた め であ る。

以 上 の事 柄 をふ まえて,参 考 の た め に,所 得 税 と住 民税(個 人)の 場 合

の 具体 的 な税 額 算 定 を例 示 してお こ う。 ただ し以下はs① 夫 婦 子 供2人

の標 準 世 帯,年 収500万 円,② 税 率,給 与 所 得 控 除,な らび に 基礎,配 偶

者,扶 養 の 人的3控 除 は1986年 分(現 行は後述参照),③ 全額 控 除 の社 会 保

険 料控 除 は30万 円(な お,こ れに給 与所得控除 人的3控 除を加えたものが,給

与所得者の必要経費の代替分 としての課税最低限)と い う前提 の もの で の算 定

例 で あ る。
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(1)所 得税 の算 定例

税 額=課 税所得(収 入 金額 一控 除額)X税 率

a給 与所得 控除額=

165×40%+(330-165)×30%+(500-330)×20%;149 .5(万 円)

b課 税所 得額=

500-149.5(給 与所 得控除)一 一一30(社 会保険 料控除)-33(基 礎控 除)-33(配

偶 者控除)-33(扶 養控 除)×2=188.5(万 円)

c所 得税額=

50x10.5%+(120--50)×12%+(188 。5-120)×14%=23.24(万 円)

(2)住 民税(市 町村民 税 ・道府 県民税)の 算定例

税額=所 得割(所 得 の大 小 に応 じた金額)+均 等割(所 得 の大小 ,有 無 にかか

わ らず一定額)

1所 得割

a課 税所 得額 瓢

500-149.5(給 与 所得控 除)一一30(社 会保険料 控除)-26(基 礎控 除)_2s(配

偶 者控 除)一一26(扶 養控 除)×2=216.5(万 円)

b市 町村民 税(特 別区民税)所 得 割額=

20×2.5%十(45--2D)×3%十(70-45)×4%十(95-70)×5%十(120

〈給与所 得控除 額〉 〈所 得税 の税 率〉

収入金額 給与所得控除額

165万円以下離 翻 婚7

11鷹 下}収入金翻 ・%

ll灘 下}収入錨x2・%

1朧 臨}収 入搬1・%

L璽 互円超e収 入金額×5%

課税所得 税 率

～50万 円

～120万 円

～200万 円

～300万 円

～400万 円

～600万 円

1～800万 円

～1000万 円

1～1200万 円

～150〔,万 円

～2000万 円

～3000万 円

1～5000万 円

}～8000万 円
　

i

8000万 円超
{一 一一__

%

%

%

%

%

%

　庶

12

14

17

21

25

%

%

%

%

%

%

%

%

%

0

5

0

5

0

5

0

5

0

3

3

4

4

5

5

6

6

7
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一95)×6%f-(216 .5-120)×7%=ll.755(万 円)

c道 府 県 民 税(都 民 税)所 得 割 額=

150×2%+(216.5-150)×4%・=5.66(万 円)

d住 民 税 所 得 割 額=11.755+5.66=17.415(万 円)

皿 均 等 割

(人 口50万 以 上,標 準 税 率)

市 町 村 民 税(2,500)+道 府 県 民 税(700)=3,200(円)

皿 住 民 税 合 計

所 得 割(174,150)+均 等 割(3,200)=177,350(円)

そ こ で 次 に,以 上 の よ う な 方 法 で 課 税 さ れ る 租 税 の 具 体 的 な 種 類 と体 系

についてみてお こ う。租税 の分類は,そ の基 準 の と りかた いか んに よって

種 々の仕方があ るが,代 表 的 な のは 次 の3つ であ る。

第1は,課 税 主 体(課 税権 者)が 国 で あ るか 地 方 公共 団体 で あ るかの相

違に よるもので,国 税(nationaltaxes)と 地 方税(localtaxes)に 分 類 され

〈住民税所得割の税率(万 円,%)〉

1

市町村民税
(特別区民税)

V

道府県民税
(都 民 税)⑤ ⑤+⑤

課 税
所 得 税率

課 税所 得 税率
課 税
所 得

税率

一

r--20

～45

～70

[

に1銘
22D

～370

～570

-一一950

～1900

-2000

-一一4900

4900超

2.5

3

4

J

fi

7

8

9

10

11

12

13

14

一一一150

150超

2

4

～20

^'

., .,70

～95

～120

～150

～220

～370

～570

-一一950

-一一190Q

--2900

-一一4900

4900超

4.5

5

6

7

8

9

11

12

13

14

15

16

17

18
一
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〈住民税の均等割〉

市町村民税
(特別区民税)

人 口50万 人以上
(都23区 含む)

人口5万 人以上
50万 人未満

人 口5万 人未満
!__

道府県民税(
都 民 税)

標準税率

2,500円

2,000円

制限税率

3,200円

2,600円

L;　讐

る。国税 では所得税,法 人税 お よび間 接 消費 税 が3大 税 目を な し,各hが

全体 の ほぼ3分 の1ず つ を 占め てい る(第7表 参照)。地 方 税 は都 道 府 県 税

と市 町村 税 とに区分 され,前 者 で は住 民税(道 府県民税)と 事 業 税 が
,後

者 では住 民 税(市 町村民税)と 固 定 資産 税 が主 要 な税 目を な してい る。

第2が,直 接 税(directtax)と 間接 税(indirecttax)の 分 類 で あ る。 こ

の うち 直接税 は,納 税 者(税 法上の納税義務者)と 実 際 に税 を 負担 す る担 税

者 とが 同一人であ る場合,す なわ ち租 税 負担 の転 嫁(shiftingoftax)が 生

じない と予 定 され る租 税(所 得税,法 人税な ど)と され ,こ れ に た い して 間

接税 は,納 税 者 と担 税 者 とが 相 異 な る場 合,す な わ ち租 税 の転 嫁 が生 じる

(納税者篇製造 ・販売業者,担 税者=7肖 費者)と 予 定 され る租税(間 接消費税)

とされ て い る。 しか し現 実 に は,た とえば 大 法 人(独 占資本)に た い す る

法 人税 にみ られ る よ うに,租 税 負担 の転嫁 が生 じな い と され る直接税であ

るに もかかわ らず.そ の 税負 担 が独 占価格 をつ うじて,か な りの部 分 消費

者(賃 金労働者,小 零細業者,農 漁民な ど勤労国民)に 転嫁 され て い る事 実 が

しめ す とお りrこ の分類 も実際 には きわ め て形 式的な分類 といわ なければ

(1)

な ら な い 。

こ の 分 類 を 国 税 に つ い て み れ ば,直 接 税 と し て は ,所 得 税(incometax),

法 人 税(corporationtax),相 続 税(inheritancetax,dethduties)な ど が あ り ,

間 接 税 は,内 国 消 費 税(excisetax,consumptiontax)と,輸 入 品 に た い す

る 消 費 税 と し て の 関 税(customduties,tariff)に 大 別 さ れ る 。 な お ま た ,
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第7表 国税の構成(%,億 円)

区 分 1985 1989

国 税 合 計
100.0
(391,502)

100.0
(532,861)

直 接 税 72.$ 12.1

所 得 税 39.4 34.1

{奮 舞 雰
31.3

8.1

26.4

7.7

法 人 税 30.7 34.5

相 続 税 2.7 3.6

間 接 税 等 21.2 27.9

① 消 費 税 8.5
'酒 税 4.9 3.4

② し好品課椥 砂
た ば こ 税

糖 消 費 税

2.3

0.1

1.7

0.0

t小 計 7.3 5.i

物 品 税 3.9 o.o

③個別物品又 入 場 税
はサービス課 什 ラ ソ プ 類 税

U.O

U・

0.O

o.o
1

1税 通 行 税 0.2 0.0

・小 計 4.1 00
1 却 紙 収 入 3.6 3.5

有 価 証 券 取 引 税 1.7' 2.1

④ 流 通 税 等1 取 引 所 税 U・ 0.1

Et 日 銀 券 発 行 税
} }

1

・小 計
i5

.4i5.7

揮 発 油 税 4,313.4

i 地 方 道 路 税 U.8 f}.6

石 油 ガ ス 税 0.1 U.1

諭 特定財酵
1

自 動 車 重 量 税

航 空 機 燃 料 税

1.5

0.2

1.4

U.1

電 源 開 発 促 進 税 {}.6 0.5

石 油 税 1.0 0.8…

[小 計
8.4 6.9…

関税,原 油等 関 税 1.9 1.61

⑥ そ の 他 とん税,特 別 とん税

小 計 1:81翌 ■
(注)11985年 度は決算額,1989年 度は当初予算額 である。

2消 費税は,1989年4月1日 か ら実施 され,そ れ に伴い砂糖 消費税}物 品税,入 場税,

トラソプ類税及び通行税は廃止 され た。

出所:「 財政金融統計月報」

間接消費税は,酒 税,た ぽ こ税,物 品税 な どの個 別 消 費 税(特 定の物品 ・

サー ビスにのみ課税)と 「消費 税 」,「売 上税 」,「付 加価 値税 」 な ど一般 消費
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第8表 租税体系

8ず『醤
酒 税

た ば こ 消 費 税 支 出 税

物 品 税(消 費税)

消 費 税

碧価証舞取引霧}VIL税{

鐙_竺艶

税{

。事 腕
た ば こ 消 費 税

料理飲食等消費税

電 気 税

ガ ス 税

不 動 産 取 得 税

自動 車 取 得 税

○固 定 資 産 税

O都 市 計 画 税

(注)O印 は直接続,無 印は間接税。

(2)

税(物 品 ・サ ー ビスのすべ てに課 税)と に 大 別 され る。

租 税 分 類 の 代 表 的 な 第3は,所 得 循 環 の 局 面 の 相 違 に よ る 分 類 と され る

もの で,(1)所 得 が 収 得 され る局 面,(2)所 得 が 支 出 され る 局 面,(3)両 者 を 結

ぶ 流 通 の 局 面,(4)所 得 が 財 産 の 形 態 を と る 局 面 に 分 け られ,以 上 の 各 々に

対 応 して,(1)収 得 税(receipttax),(2)支 出(な い し消 費)税(expenditure

tax)x(3)流 通 税(transfertax),(4)財 産 税(propertytax)に 分 類 され る 。 以

上 み て きた3つ の 代 表 的 な 租 税 分 類 を 組 み あ わ せ て,租 税 の 種 類 を 全 体 と

して 包 括 的 な形(租 税体 系)で しめ せ ぽ,第8表 の とお りで あ る。

(1)「 ウ イッグ党 の財政 とは ・一… 見か けは いいが,価 値 のない,ま わ りくどいつ

ぎは ぎ細工 で,徐 々に では あ るが確実 に富裕 な者 の負担 を軽減 し,貧 乏 な者 の

負担 を増大 させ る。 所得税 は働 く者 に影響が な いな ど とい うのは,ま った くば

か げた こ とであ る。 なぜ な ら,雇 い 主 と雇 い人か ら成 ってい る現在 の社 会制度

の もとでは,中 間(ブ ル ジ ョア)階 級 の人た ちは,労 賃 を引 き下 げた り価 格 を

つ り上げた りしてふつ う増税 の負担 か ら まぬかれ るか らであ る」(マ ル クス 「ポ

ソ ド,シ リソグ,ペ ンス,ま たは階級予 算,そ れ に よって救われ るのは だれか」s

マル クス ・エ ンゲルス全集,第9巻,62頁)。

(2)い わ ゆ る 「直間比率 」を め ぐる問題 につ いては後述 参照。
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前節で,租 税の種類 と体系について概観 したので,つ ぎに現在わが国の

主要な租税の一般的な仕組みと特徴について簡単にみておこう。

1国 税

(1)所 得 税

所 得税 とは個 人の所 得 に課 税 され る租税であ り,法 人 の所得 にた いす る

法 人税 とは区別 され る。税務上にい う所得 とは,一 般 に収 入 金額 か ら必 要

経 費 も し くはその代替額(た とえば給与収 入におけ る給与所得控除)を 差 し引

い た金額 を さす。 現 行 で は,第9表 に み られ る とお り,個 人所 得 は10種 類

に 分類 され,そ れ ぞれ の 方法 で所 得 が 算 出 され る。

さらに,こ の算 出 され た所 得額 か ら,各 種 の所 得 控 除 を差 し引い た もの

が課税所得 とな る。その所得控除には,←)一 般 的 な 人的控 除 と してJ基 礎

控 除(35万 円,1990年 分,以 下 も同 じ),配 偶 者 控 除(35万 円,た だ し70歳以上

の老人,障 害者等は別),扶 養 控 除(1人 当 り35万円,た だ し老人,障 害者等は別)

が あ り,そ のほ か に⇔特 別 な人 的控 除 と して,障 害 者,老 年 者,寡 婦(夫),

お よび 勤 労学 生 控 除(27万 円ほか)な らび に配 偶 者特 別 控 除(35万 円,1987

年創設),公 的年 金等 控 除(最 低控除額120万 円,1988年 創設),退 職 所 得控 除 、

∈う特 別 な支 出に か んす る控除 と して,雑 損,医 療 費,生 命保 険料,損 害 保

険料,社 会保 険料,小 規模 企 業共 済 等掛 金,寄 付 金控 除 が あ る。

こ う した所 得控除を差 し引いた課税所得金額 にたい して,税 率 をか け て

算 出税 額 が算 定 され る。

そ して最後に,こ の算 出税 額 か ら,配 当控 除,外 国所得 税額 控 除,住 宅

取 得 控 除 な どの税 額控 除 を差 し引 いた ものが納付税額 とな る。以上の よ う

な納付税額 の計算過程 については,す で に前 節 で一般 的 な算 定例 と して示

しておいた とお りであ る。(な お,所 得税 の所得控除,税 額控除,税 率等の推移

と現行の詳細については,人 蔵省 『財政金融統計月報』 の租税特集号を参照)。
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第9表 所得の種類と算出方法

{

種 類 内 容

利 子所 得
預貯金,国 債な どの利

子の所得

配 当所 得

『

株式,出 資の配当など

の所得

事 業 所 得
商工業,農 業など事業

を している場合の所得

不動産所得
土地,建 物などを貸 し

ている場合の所得

給 与所 得
給 料,賃 金,ボ ーナス

な どの所 得

退 職 所 得
退職手当,一 時恩給 な

どの所得

譲 渡 所 得

土地7建 物,自 動車な

どを売 った場合の所得

1山 林の立木な憂を売 っi山林 所 得

場 合の所得
ヒ ㎜　 m-一

競 馬 ・競輪 の払戻金,
一 時 所 得 賞金

,生命保 険金 な ど,

「 一時 的な所得

擁
公的 年金,印 税,原 稿

料,ギ ャラな ど,上 記所 得

所 得に 当ては まらない

塑

(201)

算 出 方 法

収入金額聯所得金額

(収入金糾 雛 辮 得するための

収入金額一必要経費

収入金額一必要経費

収入金額一給与所得控除額

(収 入 金 額 一退 職 所 得 控 除 額)x-

　一 〔蒲 工〔特別一

収入金額一必要経費一特別控除額

〔一 〕鷹1畠 〕一 一

収入金額 一必要経費

(注)雑 所得中の年金は,収 入金額一(定 額控除+定 率控除)

出所=和 田八束 『日本の税制』38頁。ただ し,上 記の注ほか一部=補強手入 してある。

なお,同 じ個 人所 得 の なか で も利 子所 得,配 当所 得,譲 渡所 得 な ど資産

所 得 に つ いて は,種 々な特 例措 置 が施 され て い るが,こ れ らは不 公平 税 制

と して一 括 して後述す る。



c2aa) 財 政学 ノー ト(3)39

第10表 所得税の税率(1990年)

課 税 所 得 税率

300万 円以下 の金額 10%

300万 円を超 え る金額 20%

600〃 30%

1,000〃 44%

2,000〃 5(}%

第11表 給与所得控除(1990年)

収 入 金 額

165万 円 までの金額

330万 円 までの金額

600万 円 まで の金額

0万 円 まで の金額

0万 円超 の金額

控除額

膿 劃

4[)%

30%

20%

10%

5%

控除額 650,000円

② 法 人 税

法人税 とは,株 式 会社 な ど法 人の所 得 に課 せ られる租税 であ る。

法 人の種類 と課税様態 を示せぽ以下の とお りであ る。e普 通 法 人(株 式

会社,有 限会社,医 療法人,日 本銀行な ど)一 一一す べ ての所 得 に 課税,⇔ 協 同

組 合等(農 協 商工組合,消 費生協,信 用金庫など)す べ て の所 得 に課 税,(⇒

公 益 法 人等(日 赤,宗 教法 人,学 校法人}財 団法人など)収 益事 業 に よる

所 得 の み課 税,㈲ 人 格 の ない 社 団等(PTA,学 会,同 窓会,労 音な ど),同

上,㈲ 公 共法 人(地 方公共団体 日本育英会,NHK,公 庫,公 団な ど)

非 課税,因 外 国法 人 日本 国内 で生 じた所 得に課税。 これ らの中で法人

税 の中心 をなすのは,い わ ゆ る営利 法 人 と しての普 通 法人であ ることはい

うまで もなし・。

法人税 の課税対象 とな る法 人所得(各 事業年度)は,一 般 には,益 金 一

損金 幕所 得 と して算 出 され る。 ただ し,こ の税 法 上 の所 得 と企 業会 計 上の

決算利益 とは若干異 な っている。

後者 の決算利益は,益 金(売 上収益,資 産譲渡収益 その他の益金の合計額)

一損 金(原 価 支払給 与,水 道光熱費な ど諸費用の合計額)と して計 算 され る。

さ らに,こ の金 額 に,税 法 上特 別 に規定 され た益 金 な い し損金を加算ない

し減算(「 益金不算入」,「益金算入」,「損金不算入」,「損金算入」)し た ものが,

税 法 上 の法 人所 得 とな る。 そ して これに税率を乗 じ,一 定 の税 額 控除 を差

し引 い て,納 税 額 が 算定 され る。
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第12表 法人税の税率

(イ)普 通法人

資本金1億 円以下のもの

(年800万 円以下の所得)

度

%

%

の

度

%

%

昨

30

24

も

脾

42

32

ヨ

お

19

の

19

超

分

分

円

分

分

億

保

当

1

保

当

金

留

配

本

留

配

資

1989年度1990年 度

29%2
$%2s%

1989年度1990年 度

幾}37・5%

(・)公 益法人等及び協同組合等

鞭
窩
跳

く
り

り
ゐ

り
な

㎜

分

分

保

当

留

配

1989年度

27%

25%

1990年度

(年800万 円超 の 所 得)

1988年度1989年 度1990年 度

42%4U°
37.5%32%35%

27%(配 当軽課税率は,協 同組合等のみ)

なお上記 の 「益金不算入」,「損 金 算 入」 等 の 多 くは,と りわけ 大 法 人 に

た いす る課 税 優遇措置の有 力な手段 とな ってい るのであるが,こ れ につ い

て も不 公平 税 制 と して一括後 述す る。

ちなみに,法 人企 業(普 通法人)は,1987年 現在 で約178万 社存 在 して い

るが,そ の うち法 人税納 入 の利 益 計上 法人は84万8000社 で,残 りの52.5%

を 占め る93万5000社 は決 損 法 人 と して法 人税 を 負担 していない。 しか も,

こ うした過半 数 もの法 人が税 法上"赤 字"で 納税 ゼ ロとい う構造 は,第13

表 に み られ る とお り,好 不 況 と無 関係 な もの とな って お り,重 大 な問 題 点

であ る。 と りわけ 問題 なのは,大 法 人 であ る資 本 金100億 円以上 の519社 の

うち96社,同50億 円以 上 の469社 の うち108社,同10億 円 以上 の2,232社 の

うち600社 もが 法 人税 ゼ ロで あ る こ とで あ る。(r法 人企業の実態』1988・

12,156頁)。 これ は後 述す る税法 上 の特 別 措 置に よ り,本 来 課税 され るべ き

益 金 が 「益 金不算 入」 ない し 「損金算 入」等 に よ り不 当に圧縮(損 金化)

され,合 法 的 に脱 税 され て い る結 果 に よる面が大 き く、今後 なさるべ き不

公平税制是正 の重要 な一環 をな している。
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第13表 利益計上法人数と欠損法人数

法 人 数 欠損法人割合
区分

禾り益計上法人 欠損法 人(A) 計(B> (A};{s}

社 社 社. %

1977年 分 667,744 644,480 1,312,224 49.1

1978 fi90,845 s5s,490 1,349,335 48.8

1979 734,222 667,838 1,402,06() 47.6

1980 750,637 698,912 1,449,549 48.2

1981 750,537 748>351 1,498,888 49.9

1982 724,300 816,999 1,541,299 53.0

1983 713,828 864,fi24 1,578,452 54.8

1984 725,X75 899,186 1,624,261 55.4

1985 739,745 92E),265 1,a6a,010 55.4

1986 777,653 923,989 1,701,642 .54.3

1987 848,002 935,432 1,783,434 52.5

出所:国 税 庁 『法人企 業 の実 態』1988・12,13頁 。

(3)間 接 税

所 得税,法 人税 な どの 直接 税 とちが って,間 接 税 は 租税 の 転稼 が 行わ れ

る租税 である。税法上 の納税者は製造 ・販売業者であるが,そ の税 負担 は

最 終 消費 者 に転 稼 され,消 費者 が担 税 者 とな る。 具体 的 には,物 品 ・サ ー

ビスの 消費 ・流 通 にた い して課税 され,そ の価 格 に上 乗 せ され る租 税 であ

る。そ してその中心をなすのが間接消費税である。間接消費税は,一 般 に

個 別 消費 税 と一 般(大 型)消 費税 とに大別 され る。(第14表 参照)。

個 別 消費 税 は,個 別 ・特 定 の物 品 ・サ ー ビスにたい して,個 別 の税 率 で

課税 され る消 費税 で ある。(第7表 参照)。

そ の代表 例 が 旧物 品税 で あ る。1989年4月 の 消費税 導 入 に よ り廃 止 され

た が,今 後 の税 制 再 改正 を考 え る うえで重要な問題 となるので,概 要 をみ

て お ぎた い。物 品税 は,第1種(小 売課税)と 第2種(製 造課税)に 大 別 さ

れ,そ の うち第1種 には,貴 石,真 珠,貴 金 属,毛 皮製 衣服 類,じ ゅ うた

ん等 いわ ゆ る奢修 品 が含 まれ,比 較 的 高 い税 率 で課 税 され てい る。第2種

には,一 部奢 修 品 か ら生 活必 需 品 まで約80品 目を 含み,自 動 車,ゴ ル フ用
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第14表 間接消費税の種類 とタイプ

「個 別

消費税
旧物品税 ・酒税等

雇

1矢i

型

単
段
階
課
税
型

製 造 業 者 売 上
一

卸 売 売 上

小 売 売 上

多
段
階
課税

型

累積
方式 取 引 高

1消
i費[

税 累
積
排
除
方
式

EC型 付 加 価 値

(イ ンボ イス方式

売1二

(税 額 票 方 式

1 消 費

i

税

税

税

税

税

(ア カウ ン ト方 式)

個 別 の物 品 ・サ ー ビスに個別 に課税す る

製造物品の販売の段階で課税する

小売業者に対する物品の販売の段階で課税す

る

消費者に対する物品の販売またはサービスの

提供の段階で課税する

製造,卸,小 売の各取引の段階で課税するが

累積課税を排除する措置は講 じない(注1)

仕入先か ら交付を受けた税額別記のインボイ

ス(送 り状,納 品 書等)に 基づ き仕人税額控

除を行 う方法

仕入先から交付を受けた税額票に基づき仕入

税額控除を行 う方法(注2)

イソボイスや税額票を用い ることなく帳簿上

の記録に基づ く計算のみで仕入税額控除を行

う方法(注3)

㈱11948年9月 か ら翌年12月 まで1年4ヵ 月にわた ー・て実施 された旧取引高税は こ

の類型に属する。

21987年5月 廃案にな った中曽根内閣下の売上税が これ に該当する。

31979年i2月 法案の提出に至 らなかった大平内閣時 の一般 消費税 な らびに1989年

4月 竹下内閣の下 で導入の消費税は この類型に属す る。

出所=TKC税 務研究所i編r詳 解 ・消費税』47頁(た だ し,内 容は引用者に よ り補強修

正)。

具,モ ー ター ボ ー ト,電 気 製 品,楽 器,写 真機,家 具,時 計,化 粧 品s飲

料 水,コ ー ヒーな ど5～30%の 税 率 で課 税 され て い る。 物 品 別 にみた主な

税収は第15表 の とお りで あ る。

この ほか の個 別 消費税 としては,古 くか ら重要 な税 目を な して きた酒税,

た ば こ税 等 し好 品 課税 のほか に,税 法 に よ り使 途が 定 め られ た 特定財源(目

的税)が あ る。 課 税 物 件 は いず れ も燃 料等であ るが,道 路 整備 を 目的 とす

る もの(揮 発油税,地 方道路税,石 油 ガス税,自 動車重量税),空 港 整 備 を 目的

とす る もの(航 空機燃料税),石 油,石 油代 替 エ ネ ル ギ ー対策 を 目的 とす る
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第15表 旧物 品税の構成(1988年 度)

品 口

等

一
類

等

ソ

等

等

等

類

車
ラ
撫

瀬

動
搬

ト
繰

庫
品

自

ム

ジ

～

蔵

粧

用

一
石

ビ

ィ

蕩

レ

デ

子

乗

ル

貴

テ

ラ

ビ

電

冷

化

1

2

3

4

5

6

7

8

9

ト臣

税 額

億 円

8,656

1,34()

989

786

64fi

637

503

491

491

445

14,985

構 成 比

%

43.2

s.7

4.9

3.9

3.2

3.2

2.5

2.5

2.5

2.2

74.8

25.2

100.0

資料:「 国税庁統計年報書」

もの(電 源開発促進税,石 油税)に 大 別 され る(第7表 参照))。

な お,株 式,国 債 な ど有価 証 券 の譲 渡(売 買)に た い して課 税 され る有

価 証券 取 引税,商 品 の売 買取 引 に た いす る取 引 所税,契 約 書 の作成 にた い

す る印紙 税,登 記 ・免許 等 に た いす る登 録 免許税 などの流通税 も,間 接税

の重 要 な一 部 をな してい る(第7表 参照)。

上述 の個 別 消費税 と異 って,一 般 消 費税 は,文 字 どお り個 別 的 で は な く

一般 的 に ,す なわ ち原 則 と してす べ て の物 品 ・サー ビスにたい して,奢 修

品 か ら生活 必 需品 にい た るまで例外な く,原 則 と して同一 税 率 で課 税す る

大 型間接税 である。

第14表 にみ られ る とお り,一 般 消費税 は,課 税 方 法 の相違 に よ り単段 階

課 税 型(取 引のある一段階のみ課税)と 多 段 階(付 加価値)課 税 型(取 引のす

べての段階で課税)と に大 別 され,そ の うち後 者 は さ らに,累 積排 除 方式(前

段階の課税分を控除する一 一・第7図 参照)と 累積 方 式(控 除せず累積)と に 分 け

られ る。 また,こ の うちの 累積排 除方 式 は,前 段階 課税 分 の控 除 の仕 方 に
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類型

税率

免税点

限界控除

簡易課税制度

申告納付

非課税取引

地方財源

第16表 「消費税」 の概容

一般消費税型

(帳簿方式)

3%

年 間売 上高3,000万 円

3,000万 超6,000万 円

5億 円以下(注)

年2回

輸出(免 税)

土地

有価証券等

支払手段 ・両替

資金貸付等

公営競技 ・宝 くじ

郵便切手 ・印紙

国際為替等
亀

戸籍等証明手数料

社会保険医療

社会福祉事業の一部

学校教育

(11項 目)

5分 の1を 譲与税

5分 の4の24%を 交付税

(195}

(注)み な し仕入率 は卸売90%,小 売そ の他80%

よって,EC型 の イ ンボ イ ス方式,税 額 票 方式,帳 簿 ・ア カ ウ ソ ト方式 と

に 分け られ る。

この区分でいaぽ,1989年4月 導 入 のわ が 国 の 「消費 税」 は ,① 多段 階

(付加価値)課 税 型,② 累積排 除 方 式,③ 帳 簿 ・ア カ ウン ト方 式 の一 般(大

型)消 費税 とな る。 そ の仕組 み の具 体的 な概 要は,第16表 な らび に 第7図

に示 す とお りであ る。 な お,そ の 中の特 例 と して の簡 易課税 制度 な らびに

限界控除制度の要領は,第17表 な らび に第8図 にみ られ る とお りであ る。

な お,こ こで は他 の租 税 と同様 に消費 税 の仕組みの解説 にとどめ,消 費税
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第7図 付加価値税(累 積排除方式)の 仕組み

原材料メ…[コ 翻 禰 一
500円x1.03=515円(税 込 み の 売 値)

完成品メーカー[〕 王〔囲

700円 ×1.03ゴ721円(税 込 み の売 値)
3円

-　鷺小 売 業 者[=24F9=圃
1,000円 ×1.03=1,030円(税 込 み の 売 値)

璽 税負担額30円=

15円 税

+務

6円 署

十

円3

十

6円

li

30円

合計税額

(注)税 率3%。 課 税 前 の売 値 を原材 料 メー カー一一5QO円,

完 成 品 メー カー-700円,卸 売 業者800円,小 売業 者

1,000円 と した場 合。

をめ ぐる問題点については,

全体 としての不公平税制の一

環 とい う観点から後述する。

皿 地 方 税

第17表 簡易課税 の計算式 一一

〔獅議議 糊脚
納税額e(売 上高 一みな し仕入れ額)x税 率

=(売 上 高 一売 上 高x80%)x3%

譜 高 上 高x20%x3%

=売 上 高 ×0.6%

課税主体 のいかんに よ り,

租 税 は 国税 と地方 税 に大 別 され ることをすでにみたが,両 者 の配 分状 況 を

まず 一 瞥 して お こ う。それを示 したのが第18表 であ る。

租 税 の徴 収 段 階(国 と地方への配分前)で み る と,お お まか に 国7割(89

年度で65%),地 方3割(同,35%)と な って い る。 しか し,い った ん 国税

と して徴 収 した なか か ら,←)地 方 交 付 税(従 来は所得税 法人'VU1酒 税の32

%で あ ったが,89年 度税制抜本改正に より,こ のほかに新設 の消費税の5分 の4の

24%,国 の タ・ミコ税 の25%が 追加 された),C⇒ 地 方 譲 与税(地 方道路譲与税,石

油ガス譲与税,自 動車重量譲与税な どの 目的税),⇔ 国 庫支 出(補 助)金 とい う

形 で,国 か ら地 方 公共 団 体 に配 分 され る。 また逆 に,地 方 は国 直轄事 業 へ
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第8図 限界控除制度

納税 額e本 来納め るべ き税 額x

売 り上 げ(税 抜 き)-3,000万 円

控除部分

税
率

・
%

3,0006,00⑪ 万円年間売上高
(免税点)

㈹ グラフのように,税 率がだんだんふえてい

く形になる。

の地方分担金な どの形 で税収 の一部 を国へ配分す る(支 払 う)
。 この よ うな

税 収 の 出 入が 国 と地 方のあいだで行われ るために ,租 税 の徴 収 段 階(配 分

前)と そ の 最 終 的 な支 出 段 階(配 分後)と では
,租 税 の配 分 割 合 が 大 き く

異 な る こ とになる。 すなわち,前 者 では ,す でに み た とお り国 と地 方 の割

合 は おお よそ7割 対3割 であ るのが,後 者 ではほ ぼ逆 転 して
,国 の2～3

割 に た い し地 方 は7-8割 とな る・(第18表 中のaf
T'T参 照).

この よ うに,地 方 は一 方 で租 税 総額 の7～8割 を使 い なが ら
,他 方 で い

わ ば 自前 の財源 は租 税 総 額の3割 程 度 しか与 え られ ず
,大 部 分 を国 か らの

いわ ば ヒモつ き財源に依存せ ざるをえない仕組みにな っている とい って よ

い 。

この ことは,第19表 の地 方 歳 入構 成 を み て も明 らか であ
って,地 方 自治

体 が そ の権 限 に も とつ いて徴収す る自主財源(ほ とんどが地方税)は3 ～4

割 に す ぎず,あ とは 国庫 支 出金,地 方 交 付税 ,地 方債(発 行額,使 途 ともに

中央 自治省の許 可が必要)な ど国 へ の依 存 財 源 に大 部 分頼 らざるをえない構

造 になってい る。いわゆ る"三 割 自治"と しば しば いわれ るゆ えん であ る
。

しか も,自 主 財 源 と して の地 方税 も,そ の大 枠 は 国会 で地 方 税 法 と して決

定 され,地 方 の権 限 の 及 ぶ範 囲 は きわ め てか ぎられ てい る
。 この よ うにs

地 方 自治 とい って も,そ れ を保 障 す る経 済的 裏付 は きわめて簿弱で
,国(中
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第18表 国 ・地方公共団体間における租税の実質的配分

(単位:億 円,%)
一

1975
i

l980 1989

国

国 税A

地 方 交 付 税B

地 方 譲 与 税C

国 庫 支 出 金D

地 方 か ら 国 へ の 負 担 額E

国 の純 計(A-B-C-一 一D+E)F

145,043

33,511

2,482

58,823

2,s6s

52,$95

283,688

75,809

4,401

105,782

4,6Q1

102,297

532,861

137,293

14,534

100,944

9,858

289,948

地
方
公
共
団
体

一

-

地 方 税a

地 方 交 付 税B

地 方 譲 与 税C

国 庫 支 出 金D

地 方 か ら 国 へ の 負 担 額E

地方の純計(a+B+C+D-E)f

81,548

33,511

2>482

58,823

2,668

173,696

158,938

75,80.9

4,401

105,782

4,601

340,329

cgs,461

137>293

14,534

100,944

9,858

529,374

1 租 税 総 額(A十aな い しF十f)T 226,591 442,626 819,322

方
・公

陳
圏

癬 前(徴癬 耐 る(+)

縢 醤最織 出段階)に お(fT)

36.0

76.6

35.9

76.9

35.0

64.6

囲175,80年 度は決算ベ ース。89年 度は予算,計 画ベースである。

2,地 方か ら国への負担額 は,国 直轄事業負担金に係る国への現金納付額 および国

に対す る交付公債の元利償還額 の合計額である。

(資料)前 掲 『財政金融統計月報』租税特集 よ り作成

央)に よ り大幅 な制 約 を うけ て い る ところに,現 代 日本 の地 方 財政 の最大

の 問題 点があ るとい って よい。(小 林晃r現 代財政論』,第3版,第8章 第2節

参照)。

(1)住 民 税

上 述 した枠組 み の なか で,自 主 財源 として の地 方税 に は どんな ものがあ

るのか,そ の主 な種 類 と仕 組 み を みて お こ う。

第20,21表 にみ られ る とお り,都 道 府 県 と市 町村 に共 通す る重要 な税 目

が住民税(都 道府 県民税 と市町村民税 の総称)で あ る。 これ には個 人住 民税
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「 … ㎜}一 一

区 分

地 方 税

櫛誌

罐

鷺

債
他
}計

譲

交

搬

支

方

方

釈

庫

キ
リロ

地

地

小

国

第19表

1981

年 度

Co)

34.fi

O.9

17.4

52.9

22.0

9.8

15.31

歳入純計決算額の構成比の推移

十
「.
=
ロ

OJ

37,1

0.9

16.s

54.6

20.2

9.8

15.4

100.OilOO.0

(億 円)【(億 円)

5Q1.0331534.619

85

(0)

40.6

0.g

I6.4

57.8

18.3

7.8

16.1

goo.o

(億 円)

X74.726

(191)

ss s7 88

1

Ca) (%) (%)

41.U 42.1 44.3

o.s o.s 0.8

16.4 lfi.3 1fi.5

58.2 59.2 61.5

17.3 16.2 14.7

8.8 9.2 8.3

15.7 15.4 15.5

100.0 100.0 100.0

(億 円) (億 円) (億 円)

600,748 646,619 680,095

㈹ 国庫支出金には,交 通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付

金を含む。

と法人住民税 とがあ る。

個 人住民税 は,第22表 にみ られ る とお り,都 道 府 県,市 町 村別 に均 等割

と所 得 割 か らな り,う ち前 者 は所 得 のいか んにか か わ りな く均等 ない し均

一に課税 され
,後 者 は前 年 の所 得 を課税 対 象 と して,所 得 に応 じて課 税 さ

れ る。 後 者 の所得割は,国 税 の所 得税 と基本 的 に 同 じ仕組み の課税に なっ

てお り,所 得 税 の地 方 版 とい って もよい。 なお,利 子所 得 にた いす る20%

の分 離課 税 の うち5%分(残 は 国税)が,新 た に県 民税 と して1983年 度 よ

り導 入 され た。

また,法 人住 民税 は,第23表 にみ られ る とお り,都 道 府県 ,市 町村 別 に

均 等 割 と法 人 税 割 か らな り,前 者 は資 本 金(な らびに市町村の場合は従業員

規模 も加味)を 基 準 に5段 階 の税 率 で課 税 され,後 者 は 国税 の法 人税 額 に

た いす る一定率(標 準税率で都道府県5.0%,市 町村12.3%)で 課税 され て い

る。
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第20表 道府県民税の構成

(1987年 度決算t%)

第21表 市町村民税の構成

(1987年度決算,%)

税

税
人
人
割

税
人
人

税
税
楽娯

民

通

県

普

子

府
個
法
利

道

業事

得

ア」
・

取
ぽ

賜
た

税
税
税
)
他

税

税
税
他

入

鰍耀

車

(
費

櫻
熱

繍
動
欝

不
道
ゴ
施
特
料
自
鉱
狩
固
法

秘

得
引

猟

ー

.

鴇
轟

的目

収税

取
取

の

る

車

よ

動
油

に法

自
軽
そ

旧

合 計

0
●

　9

、
8

3

』

}

Q
O

A
U

O
O

り
4

り
乙

4

0
0

9
血

O
」
1
1

0
0

り
0

り
0

5
0

0

7

2
0
0
2
2

0

7
3
0

4
3

1

4

9
0
0
0

0

9

3
5
0

goo.o

税

税
人
人

税
地
屋
産

税
税
税
税
税
税
他

税

税
税
税
他

入

劇
こ
ス

有
の

収

民

通

村町市

普

金
金

㌧
無
畢
撫
轡

固

軽
市
電

鉱
木
特
法

入
事
都

、、、
有

目

そ

旧

国

合 計

329

艮
」

7
」

0
0

1

』
彊

ρ0

瓜
」

3

1

9
」
4

5

4

9
畠
り
0

9
白
ρ
0

0
0

吊
1

1

5

1

2

0

0

5

1

1

1

6

4

0

似

4
。
3

0

0

0

0

7

0

1

5

0

0
0

0
0

0
nU

100.0

(2)事 業 税

住民 税 に つ いで大 きな比重 を 占めてい るのが,都 道 府 県 では事 業 税,市

町 村 で は固 定 資産 税 で あ る。これ ら三つ の税 目だけで,都 道 府 県 の場 合(住

民税,事 業税)で 地 方 税 収 総 額 の約70%,市 町 村 の場 合(住 民税,固 定資産

税)で 同 じく約80%を 占め てい る(第zo,21表 参照)。

事 業税 は,事 業 そ の ものを対 象 に課 税 され るもので,個 人分 と法 人 分 と

が あ る。第24表 にみ られ る とお り,個 人 事業 税 は,4種 類 の事 業 に 区分 さ

れ,前 年 中 の個 人事 業 所 得 にた い し3～5%の 税 率 で課税 され て い る。 ま

た,法 人事 業 税 は,電 気,ガ ス,保 険事 業 にた い して は収 入金額 にたい し

て1.5%,そ の 他 の事 業 で は,普 通法 人,特 別法 人 につ い て,所 得 金額 に

た い し6～12%の 段 階 的税 率 で課 税 され てい る。



50商 経 論 叢 第26巻 第3号
(1SQ)

第22表 個人住民税の税率(1990年 度)

(1)道 府 県(標 準税率)

所
500万 円以 下 の金額

500万 円を超える金額

得
(2)市 町村(標 準税率)

割
120万 円以下 の金額

120万 円 を超rる 金額

500〃

(1)道 府県(標 準税率)

均 (2)市 町村(標 準税率)

等 入 口50万 以上 の市

人 口5万 以上50万

1瞳
q未満
の市

その他の市町村

%

%

9
篇

4

3%

8%

11%

700円

2,goo円

2,000円

1>5UO円

㈹ 制 限税 率 は,市 町村 民 税 の所 得割 が 標準 税 率 の1 ,5倍a

均 等 割が 各 々2,000円,2,600円,3,200円 であ る。

(3)固 定 資 産 税

固 定 資 産税 は,土 地 ・家屋 ・償 却 資産(機 械,設 備)に た い して課 税 さ

れ る租税 で あ り,こ れ ら固 定資 産 の評 価 額 に 税率(標 準税率1 .4%,制 限税

率2、1%)を か け て税 額 が算 出 され る。 なお r都 市 計画 事 業 の財 源(目 的税)

と して,土 地,家 屋 の 固定 資産 税 に上乗 せ す る形 で都市計画税(0 .3%の 制

限税率)が 課 せ られ て い る。 また関 連 す る市町村民税 と して ,土 地 の投 機

的取 得 を抑 制 す る 目的 を もつ とされ る特別土地保有税が一定の免税点(東

京の場合2,000m2)を 超 え る場 合 に,取 得価 額 の1 .4%で 課税 され て い る。

固 定 資産 税 の免 税点は,土 地15万 円,家 屋8万 円 ,償 却 資 産100万 円 と

され て い るが,こ れ では事 実 上免 税 点 な しのm律 課 税 とい って よ く
,そ の

他 に も資 産 の大小 を問わ ぬ 均一課税の問題,資 産再 評 価 の問題 ,市 街 化 区

域 内農 地 の 宅地 並み 課 税 の問題 な ど,問 題 点 が 多 い。(こ れ らの問題点につ

いて も不公平税制の一環として後述)。 な お,住 宅 用地 に つ い ては,一 般 住 宅

用 地 に つ い て評価 額 の2分 の1をrさ らに200m2以 下 の 小規 模 住 宅 用 地
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第23表 法人住民税の税率(1990年 度)

1

区 分 道 府 県 民 税 市 町 村 民 税

ω 資本金50億 円超 (1)資 本 金50億 円超

年額75万 円 年額 従業 員50人 超300万 円,

50人 以下40万 円

(2)同,10億 ～50億 円 (2)同,10億 ～50億 円

年 額50万 円 年 額 同上,175万 円,40万 円

均 等 割 (3)同,1億 ～10億 円 (3)同,1億 ～10億 円

年額10万 円 年 額 同 上,40万 円,15万 円

(4)同,1千 万 ～1億 円 (4)同,1千 万 ～1億

年額3万 円 年 額 同 上,15万 円,12万 円

(5)同,1千 万 円以 下 (5)同,1千 万 以下

年額1万 円 年額 同上,12万 円,4万 円

法 人税 割 5.0%(6.0%) 12.3%(14.7%)

㈹ 法人税割の( )は,制 限税率である。均等割の制限税率は標準税率の1.2倍 。

第24表 事業 税 の税率(1990年)

分 類 税率

個

人

第1種 事業(通 常の商工業)

第2種 事業(畜 産 ・水産業)

第3種 事業(自 由業 ・サービス業)

第3種 事業中助産婦業等

5

4

5

3

法

人

普通法 人

年350万 円以下

年350万 円超700万 円以下

年700万 円以上

特別法人 〔駅 墾合'信 用金庫'医 療〕

年350万 円以下

年350万 円超

収 入金額 を標 準 とす るもの

(電気 ・ガiL・ 生保 ・損保業)

6

9

12

fi

8

1.5

については4分 の1を 課税標準とするとする特例が設けられている。
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12

租税 とは国民(個 人,法 人)か ら所得や資産の一部を強制的(権 力的)に

徴収するものであるから,そ のことを国民に納得させ,あ るいは正当化す

るための理論的な拠を示す ことが国家に とって多かれ少なかれ必要 とな

る。 また国家は,必 要経費をまかな うに足 る税収を安定的に確保するため

にも,そ れを必要 とする。

こうした国家の要請に理論的に応えようとするのが,一般 に租税(課 税)

根拠論あるいは租税(課 税)原 則論にほかならない。国家 とは事実上の総

資本であるか ら(拙 稿②の6参 照),国 家の要請 とは,つ まるところ総資本

の要請である。 さらにいえば,そ れは,財 政理論一般がそ うであるように

(拙稿②の5参 照)y資 本主義のそれぞれの発展段階における歴史的 ・社会

的諸条件 と,そ こにおける支配的な資本の要請 とをおおむね反映 した もの

とい うことができる。 これを理論的に一般化 したものが,租 税根拠論ある

いは租税原則論にほかならない。

(D利 益説 と義務説

租税をなぜ支払 うのか,な ぜ支払わねばならないのか その理由ない

し根拠を説明 しようとす るのが租税(課 税)根 拠論である。そ してそ うい

うものとして,従 来から今 日にいたるまで支配的な二つの見方をなすのが

(1)

租税利益説 と租税義務説である。だが これは,結 論 か らい えば,科 学 的 な

理論 とい うよ りは,多 かれ 少 なかれ 国民的 な 「常 識 」 とな りがちな 「総資

本の観念」 に,理 論 的性 格 を付与 し,そ れ に よって課税 一一一 と りわ け大衆

課税一一一を理論 的 に正 当化 しよ うとす る資本のイデ オ ロギ ーとい って よ

し ・。

一般に承認 されている定義にしたがえば
,利 益説 とは,租 税を国家から

享受する利益の対価だ とする見方であ りrし たがって,租 税負担は支払能

力(応 能)で はな く,国 家から受ける利益に応 じて(応 益)な されるべ き
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だ とす るものであ る。

これ にたい して義務説 とは,租 税 を 国家 存 立 のた め の当然 の義務 とす る

見方であ り,し た が って,租 税 負担 も国家 か ら受 け る利 益 を基準 として(応

益)で は な く,支 払 能 力に 応 じて(応 能)な され るべ きだ とす る もので あ

る。

だが問題 の第1は,こ の 二つ の 見方 は一 見 ま った く相異 った対比すべ ぎ

内容の ものの よ うにみえるが そ して しば しぽその よ うに説かれて きた

がr実 際 に は両 者 の境 界線 は きわ め て曖昧であ り,た だ 力点 のお き方

を異 に しただ け で,事 実 上 ほ とん ど同一 の 内容 を述 べ てい るにす ぎない こ

とである。 そ して,そ の 力点 の お ぎ方 の違 い は,あ とで述べ る よ うに,資

本 主義 の発展 段 階 の違 い を,あ る程 度 まで反 映 してい るにす ぎない とい う

ことである。

利益説 の代表者 とされ るA・ ス ミスな らび に義 務 説 の代 表 者 とされ る

A・ ワー グナ ーは,そ れ ぞれ 次 の よ うに述べ て い る。

「あるゆ る国家の臣民は,各 人 の能 力 に で きるだ け比 例 して,い いか え

れ ぽ,か れ らがそ れ ぞれ 国家 の保 護 の もとに享受す る収入に比例 して,政

府 を維 持 す るため に 貢献 す べ きものであ る。一大 国民の個 々人に対す る政

府 の経費は,大 所 有地 の共 同借 地 人 に対す る経営費の ような ものであ って,

これ らのす べ て の共 同借 地 人は,こ の所 有 地 にお け るか れ らのそれぞれの
(2)

利害関係に比例 して貢納す る ことを義務づけ られ てい るのである」。

「租税 とは,財 政上 の意義 にお い ては,公 共諸 団体 国家 そ の他 の権

力 団体 の一般的経費をみ たすため に,そ れ らの団体 が,そ の主権

直接 の国権 また はそ れ か ら派生す る権 力J'Y{uL_よ って,そ れ らの団体 の全

般 の施 設 に た いす る一般的報 償 と して,一 般 的 な原則 と標 準 とに よって一

方的に定 め る方法 と金額 において,個 別 経 済(個 人)か ら徴 収 す る ところ
(3}

の賦課 をい う」。

み られ る とお り,義 務 税(租 税=義 務,租 税負担=応 能)と は 普 通 区別 し

て説 か れ て い る利益説 の立場を とる とされ るス ミスの場合 も,「 貢 納 」 は
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「臣民」 の 「義務」 と して把 え られ てお り,ま た そ の際,租 税 負担 も 「収

入 に 比 例 して … …貢納すべ きもの」(応 能 とも解釈で きる)と 述 べ て い る
。

このか ぎ りでは,ス ミス の主 張 はほ とん ど義務 説 と変わ りない
。他方 ワー

グナーの場合 もx租 税 を一 面 的 に"義 務"と しての み把 えて い るわけ で は

な い。「国家そ の他 の権 力団体 の全般 の施設にたいす る一般 的報償」 とし

て,い いか えれ ば,国 家 か ら享受 す る利益 にた いす る返報 として把えてい

るか らであ る。 このか ぎ りでは,ワ ー グナ ーの主 張 は利 益説 とい うことも

で きる。

このよ うに利益説 と義務説 は,一 見そ の理 論 的 内容 を 異 に して いる よう

にみえ るが,本 質 的 には 大差 ない 内容 とい って よい。要するに一言でいえ

ぽ,租 税 とは 国家 か ら享 受す る利 益 にたいす る返報 として支払 うべ き国民

の義務 である,と い うことであ る。 た だ両説 の違 いは ,そ れ を 力点 をや や

異 に して,あ るい は強調 点 を異 に して述 べ ているにす ぎない とい うべ きで

あろ う。 つま り,租 税 の根拠 を説 くに あた って,事 実上 は 同一 の 内容 で あ

りなが ら,m方 が 国家 か ら享 受 す る利 益 とそ の代償 の側面を強調 し,他 方

が 国民 の 国家 に た いす る義 務 の側面を強調 している とい うことであ る。

こ うみて くると,両 説 と もに,き わ め て 「常 識」 的 な 国民 の租 税観(実

は 「総資本の観念」)を 「理論 化 」 した ま でにす ぎな い とい って よい。

問題点 の第2は,利 益 説 にせ よ義務説 にせ よ,い ず れ も国家 は 国民 の 共

通利 益 のために存在 し,そ の実 現 のた め に租税 を徴 収 し,そ の ため に租 税

を使 用 す る,と い う自明 な よ うにみ え て非 科 学的 な大前提(国 家論)の う

え に立 って い る こ とであ る。 いいかえれぽ,国 家 の本 質 をなす 階級 性 を ま

った く無視 して,超 階 級 的 で 「中立 」的 な 「第 三者」機関 とい う外観(現

象形態)を 本 質 と取 り違 え てい る こ とで ある。 この点 では ,社 会契 約 説 的

な国 家論 も,有 機 体 説 的 な 国家 観 も,福 祉 国家 論 もなん ら変 りない。(こ

の点の批判については,拙 稿②の5,6参 照)。 こ う した 国 家観 に たつ か ぎ り,

租税 とは 国家 か ら享 受す る利 益 にたいす る 「対価」「代償」「報償」等 々と

い う見方 が導 きだ され るのは当然かつ必然 である。
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また,ス ミスに せ よ ワー グナ ーにせ よ,そ の立論 の前提 と して い る資 本

主 義 の国家は,す で に 述 べ た とお り((2)の6,(3)の9参 照),経 済 的 に 「寄

生 的 」 な 国家 で あ るか ら,国 家 の存 続 のため には租 税 を 国民の 「義務」 と

す ることも論理必然的な帰結 となる。そ うでなければ,資 本主 義 の 国家 は,

そ の経 済 的 基礎(必 要財源)を 原 則 と して確 保 し}な い か らで あ る。 こ う

して,利 益説 も義務 説 も,本 質 的 には 同一 内容 の もの で あ るのは,こ の よ

うな本 質的 に 同一一の 国家 論に事実上た っていることに も由来 してい るとい

って よい。

問題 の第3は,利 益 説 と義 務 説 は,資 本 主義 の発 展 段 階(前 者は 自由主

義段階,後 者は帝国主義ない し独占資本主義段階)を あ る程 度 まで反 映 して い

る とい う点についてである。 ここであえて,あ る程 度 まで とい うのは,こ

う した対 応 関 係 を強 調 しす ぎ ると,機 械 的 な形 式論 的誤 りに落 ち 入 るか ら
(4)

であ る。

た しかに,利 益説 は,国 家 に よる租 税 の微 収一 負担 とい う権 力行為を,

貨 幣 ・交 換 関係 と して擬 制視 す る点 において,自 由主義 段 階 の資 本 にふ さ

わ しい租税観 と一応 はい って もよいであ ろ う。だ が,貨 幣 ・商 品(交 換)

関 係 は 発 展 段 階 の相 違 を超 え て 資本主義全体 に共通 す る一般 的属性 であ

り,し た が って,こ うした観 念 は 自由主 義 に 固有 な もの とい うよ りは,む

しろ絶 対 主義 的 な租 税 観 とは対照 的に,全 面 的 な商 品 ・貨幣 経 済 と しての

資本主義一般 にふ さわ しい観念 と解す る方が,理 論 的 に よ り正 当だか らで

あ る。 同様に,義 務 説 は,国 家 の 「経 済 的 役 割 の増 大 」,国 家 経 費 の膨張

に 対 応 してr租 税 増 徴 の必 要 に迫 られ る帝 国主義(独 占資本主義)段 階 の

国家 にふ さわ しい租 税観 を一応は反映 してい るとい って も必ず しも間違 い

ではない。だが,租 税 を義務 視 す る見方 は,上 述 した とお りス ミス の利 益

説 において も共通 してお り,し た が ってそれ は帝 国主義 に固有 なもの とい

うよ り,資 本 主義 的 租税 観)irYt___般に共 通 す る一側 面 と解 した方 が,や は り

理論 的 に正 当だ か らであ る。

こ うして,従 来 しば しぽ段 階 的 に区 別 して論 じられがちな利益説 と義務
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説 も,実 は両者あいまって ワンセ ットをなす資本主義的な 発展段階の

相違を超えて共通する 租税根拠論の二側面 とむ しろ解すべぎものであ

る。 したがってまた,そ れ らは基本的には,資 本主義のもとにおける租税

負担一一一その本質的特徴をなす大衆課税 と不公平税制 を理論的に正当

化する資本主義的イデオロギーとい うべきであろう。

実際,今 日でも例えぽ,利 益説(応 益課税)は 住民税の均等割の根拠 と

して,ま た義務説(応 能課税)は,賃 金 ・給与を利潤の分配諸形態 と無差

別に 「所得」 として 労働力の両生産費すなわちコス トであるにもかか

わらず 課税す る根拠 として,い いかえれば大衆課税を正当化す る論拠

としての役割を果 しているといってよい。なお今 日,国 民的立場にた った

税制改革,不 公平是正 と公平課税の要求基準として"応 能課税"を 主張す

る場合は,こ の節での議論とは当然区別 して理解されねばならないことは

い うまでもない。 この点については,税 財政改革の課題を述べるなかで後

述する。

② 租税(課 税)原 則

租税をなぜ支払 うのか,そ の理由を説明 しようとするのが租税根拠論で

あるのにたい して,課 税に際 して則るべぎいわぽ準則を説明 しようとする

のが租税原則論である。そ ういうものとして最も有名なのが,そ して資本

主義の自由主義段階を代表するとされ るのが,A.ス ミスの四原則である。

(5)

ス ミスは 「4つ の一 般原 則」 と して次 の4点 を あげ て い る。

1.公 平 の原 則(「 あ らゆ る国 家 の 臣民 は,各 人 の能 力に で ぎるだ け 比例

して,い い か えれ ば,か れ らが そ れ ぞ れ 国 家 の保 護 の もとに享受す

る収 入に比例 して,政 府 を維 持す るた め に貢納 す べ ぎものであ る」)

2.明 確 の 原則(「 各個 人が支 払 う義務 を 負 う租 税 は,確 実 で な けれ ば な

らな い,つ ま り恣 意 的 であ っては な らな い。 支払時期,支 払 方 法,

支払 金額 のす べ て は,貢 納 者 に も他 の あ らゆ る 人に も,明 白で 平 易

な もの で なけれ ぽ な らない」)
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3.

4.

便 宜 の 原 則(「 あ らゆ る租 税 は,貢 納 者 が それ を 支払 うの に おそ ら く

は もっ とも多 くの便宜が あ る時期 と方法 とにおいて徴収 されなけれ

ばならない」)

徴 税 費 最 少 の原 則(「 あ らゆ る租税 は,そ れ が 人民 の ポ ケ ッ トか ら と

りだすに して もポ ケ ッ トのぞ とに とどめてお くに して も,そ の分 が,

国 庫 に 納 入 され る分 以上 に な る ことをで きるだけす くな くす るよ う

に考案 され なければな らない」)

第1の 原 則 はす で に根 拠論 と して既 述 した ところで もあるが,租 税 原 則

論 の観 点か らは公 平 の原 則 として取 りあつかわれているものである。す な

わち,国 民 は 「各 人 の能 力 にで きるだ け比例 して」,い いか えれ ば 「国家

の保 護iのも とに享受 す る収 入 に比 例 して」(国 家か らの受益 と各人の収入は,

おおむね比例す ると理解 されている……引用者),「 貢 納 す べ ぎ もの」 とされ て

い る。 み られ るとお り,ス ミスの場 合 は,上 の 引用者 の注書 きで も明 らか

な とお り,「 公 平 」 とは 「応 能 」 に よる課税 を意味す る とともに 「応益」

ともされ,両 者 は原 則 と して一致 す る とみ なされ てい るとい って よい。

公平課税 の原則は,後 述 す る とお り,現 代 で も最 重要 な原 則 とい うべ ぎ

ものであるが,ス ミスの場 合 の歴 史的 階級 的 意義 は,成 立 ・発展 期 の資 本

主 義 に おけ る産業資本(自 由一Eブ ルジ 。アジ}の 実際 的 要 求 を理 論 的 に

代弁 して いた点にある。

前資本主義(資 本の原始的蓄積期)に お け る絶 対 主義 的 封建 的 な支配階級

への免税特権や総 じて恣意的な課税制度 を排除 し,国 家機 能 を維 持 す るた

め の必 要 最 小限 の税収は,「 応 能 」 な い し 「応 益」 に 準拠 した 「公平」 な

課税 に よるべ きだ とす るのであ る。 したが って,こ こでの 「公 平」 は,抽

象 的 に公 平一 般 で は な く,実 質的 に封 建 的 な諸 特 権 に た いす る新興 ブル ジ

ョアジーの平等 ・公平の要求を意味す る点に ポイ ソ トがある。 ブル ジ ョア

民主主義 の租税原則への適用 といいかえて もよい。 この意味で第1の 公 平

の原 則 は,自 由主義 ブル ジ ョア ジー(産 業資本)の 実 際 的 要 請 の理 論 的 反

映 にほか ならない とい うことであ る。
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したが って ス ミスが 「公平」の原則を第一位に挙げている として も,そ

れ は資 本 蓄積 優 先 の原 則 を従 属的地位に置 いたこ とを意味 しない。む しろ

逆である。 この期の資本主義 にふ さわ しく,自 由主 義 ブル ジ ョア ジーの立

場 に客観的に立って,資 本蓄 積 の原 則 を最 優 先 した こ とを意味 している。

あわせて課税は,こ うした 意 味 で公 平 で なけれ ぽ ならないだけでな く,

経 済 的 に は,自 由主 義 的 な 経 済 ・財 政 論 に ふ さわ しく((Dの4参 照),「 自

然 的 自由の体 系」 と しての 国民経済にたい して 「中立的」 な,い いか えれ

ば 産 業 資 本 に よ る資 本 蓄積 をで きるだけ撹乱す ることの少ない(自 由主義

流に資本蓄積 を もっともよく促進する)も ので なけれ ば な らな い とす る。そ し

てス ミスは,こ うした租税 と して,資 本 の原 始的 蓄 積 期 の関 税 や 内国消費

税 にか えて,収 益 税(地 租,家 屋税)と 奢 修 的 消 費 税 を 主 張 した 。 な お,

ス ミス の4原 則 中 の残 りの第2か ら第4の 原 則 も,絶 対主 義 的 な恣 意 を排

した公 平 課 税 とい う第1原 則 を課 税 な い し徴 税 制(税 務行政上)の 面 か ら

補 完す る性格 の もの で あ ることはい うまで もない。

ついで,独 占資 本 の成 立 と支 配 を特 徴 とす る帝国主義(独 占資本主義)

段 階 を代 表す る とされ るの が,A.ワ ー グナ ーの9原 則(4大 原則9小 原則)

であ る。

1財 政政策上の原則

1課 税の十分性(租 税は経費をまかな うに十分でなければならない)

2課 税の弾力性(収 入不足が生 じた場合,増 税 または 自然増収で埋 められ るよ

うな税制が必要である)

1国 民経済hの 原則

3正 しい税源の選択(税 源は原則 として所得に求め,財 産 ・資本を侵す もので

あってはならない)

4税 種 の選択(国 民経済h・ 公正上,租 税は,負 担す るはずの者に確実に帰着

するような種類が選ばれなければならない。また租税転嫁をつうじて生産 ・流

通が阻害されてはならない)

皿 公正の原則

5課 税の普遍性(す べての人 と物 とに課税す る。ただし,社 会政策上の見地か

ら低所得春への減免税は認められる)

6負 担の平等性(担 税能 力に応 じた累進課税が必要である)
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N税 務行政上の原則

7課 税 の明確性

8課 税の便宜性

9徴 税費の最小化

ワー グナ ーの見解 の第一 の特徴 は,そ の第1原 則(第2原 則 もほぼ同主旨)

に 「課税 の十 分 性 」(「課税 の弾 力性」)を あ げ,な に よ りも必 要 税 収 の 確保

を強調 してい る点にある。 これにたい して,公 平 の原 則 は第6の 原則 にお

かれ て お り,こ れ を ス ミスが第1原 則 と して いた の と対 照 的 で あ る。 この

点に,ワ ー グナ ーの9原 則 が帝 国主義 段 階 の独 占資本 の意思を理論的に代

弁 してい るとしば しばいわれ るゆ えんが ある。

周知の とお り資本主義 は,ほ ぼ19世 紀 末 か ら20世 紀 の初頭 にか けて,自

由競 争 を 支配 的特徴 とす る段階か ら独占資本の成立 と支配を特徴 とす る帝
L6)

国主義(独 占資本主義)の 段 階 へ 移 行 した。 そ れ に と もな って,対 外 的 に
(7)

は列強 のあいだ での 「世 界の分割 と再分割」をめ ぐる対立 と抗争の激化,

対 内的 には,独 占資 本 の搾 取 と収奪 に も とつ く労働者,農 民,中 小企 業 等

の窮乏 化,そ してそれ 背 景 とす る社 会 ・労働運動 の高揚 に直面 した。 そ し

て,こ う した諸 問題 に対処 す るた め に,総 資 本 の立 場 に おい て 国家 の積極

的役割が求め られ るにいた り,そ の結 果,財 政 規 模 の膨張(「 経費膨張の法

則」)と 財政 機 能 の拡 充 が必 至 とな った。具体的 には,軍 事 費,植 民 地 経

営 費,公 債 費,産 業経 済 費,社 会 政策 費 な どを 中心 とす る経 費膨張がそれ

である。 ワー グナーの第1(な らびに第2)原 則 は,こ う した経 費 と財 政

規模 の膨 張,財 政機 能 の 拡充 に応 え るた め の税収増 加 と税収確保 とい う総

独 占資本の要請を反映 した ものにほかな らない とい うことである。

第 二の特徴 は,こ うして増 税 は傾 向 と して避 け られない として も,そ の

際,「 財産 ・資 本 」 に た いす る課税 の"不 可 侵"を 主張 して,資 本蓄 積 の

優 先性 を強 調 し,反 面,大 衆課 税 に よる税 収 確保 を事 実上容認 している こ

とであ る。それを示 してい るのが第3,4原 則 とい って よい 。

そ してIVの 「税 務行 政 上 の原 則 」 を除 い て,事 実 上 い ちば ん 最後 の第6
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の原則 として挙げ られているのが公平の原則である。 この点に第三の特徴

がある。スミスの場合 と対照的に,資 本蓄積促進(裏 を返せば大衆課税強化)

と体制維持の原則が名実 ともに優先 され,公 平の原則(大 衆課税の軽減もし

くは廃止)は 従属的原則 とされていることである。

た しかに公平の原則の具体的内容 として,低 額所得者への減免税,応 能

による累進課税があげられてはいる。そ してこれ らは,そ れ自体 としては

今日でもs課 税負担の公平を求める国民的要求の一環 として積極的意味を

もっている。 しか し,こ こで ワーグナーがい う減免税や累進課税は,独 占

資本主義のもとにおける国民間の所得 ・資産格差の傾向的増大 と,高 揚を

みせ始めた社会 ・労働運動へのやむをえない対処ない し譲歩 とい う消極的

意味 しか もっていない。何よ りも,資 本蓄積 を最優先するという大前提の

もとでの減免税や累進課税であ り,「公平」の原則にすぎないか らである。

やや具体的にい}ぽ,1つ には所得間格差が増大 して,一 律の課税に経済

的に耐えられない失業者をは じめとする低所得層が広範に生みだされたこ

と,2つ には社会 ・労働運動を体制の枠内にお しとどめてお くためには,

この程度の譲歩は総資本 としてやむをえないとい うこと(こ れが総じていわ

ゆる社会政策の本質である)一 こうした事情を反映 した ものにす ぎないと

い うことである。

こうして,資 本蓄積 の原則と負担公平の原則 とは,二 律背反の関係をな

す といってよく,そ してそれは労資の階級対立の租税原則における反映に

ほかならない。 この意味では,そ れは資本主義のもとにおける租税原則を

共通 して貫ぬ く一般的特徴 とい うこともできる。

ついで狭義の現代資本主義の もとにおけ る租税原則をみておこう。すで

に述べたとお り,現 代資本主義 とは国家独占資本主義にほかならないが,

それは同 じ独占資本主義(帝 国主義)段 階下の最新の局面をなすのである

か らfこ こにおける租税原則 も,ワ ーグナ0の 原則に若干の新たな特徴を

加味 しつつ,基 本的にはそれを大むね継承 しているといってよい。その代

表的な一例が,F.ノ イマル クの18原 則(4大 原則,18小 原則)で ある。
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1.国 庫収 入上 ・財政政 策上 の原則

1.十 分 性

2.伸 張 性

皿.倫 理的 ・社 会政策 的原則

3.普 遍 性

4.公 平

5.給 付能 力比 例

6.所 得 ・財産再分 配

皿.経 済政策 的原則

7.租 税 の個 別 介入措置排 除

8.個 人領 域へ の介入最 小化

9.競 争 中立性

10.課 税 の積極的弾 力性

11.課 税 の 自動的弾 力性

12.成 長政策 実現

N.税 法 上 ・税務 行政 上の原 則

13.整i合 性 と体 系性

14.明 瞭 性

15.実 行可 能性

16.継 続 性

17.廉 価性(徴 税費最 小)

18.便 宜

これを要約的に総括 しなが ら,あ るテキス トはこう述べている。

「現代の租税政策は,① 公共サービスの範囲拡大を伴 う財政規模の増大

に対応 した税収の確保,② 税負担の水平的公平に加えて所得再分配政策か

ら要請 される垂直的公平,③ 安定 ・成長政策に適合 した租税の経済効果(な

いしは阻害的効果の除去)な どの多様な しか も相互の不整合性が 目立つ課税

目的の調和をはからなければならない,と いうきわめて困難な課題に直面
fig)

して い る」 。

現代 の国家 独 占資 本 主 義財政 の もとでは,ワ ー グナ ーの時 代 か らさ らに

進 ん で,景 気 調整 的 機 能,「 社 会的 間接 資 本 」整 備,成 長 促 進 の優 遇 税 制

な ど,国 家 の 「経 済 的役 割 」 が い ちだ ん と大 ぎくな ることに よって,経 費

もい ち だん と膨 張 し,そ の た め に税 収確 保 の原 則(上 掲引用文の①,ノ イマ
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ルクの原則の1),な らびに経済政策的原則(同 様に,③ と皿)の 重要性がい

ちだんと増大 した点に特徴がある。一言でいいかえれば,資 本蓄積の原則

の優先性がますます強調されるにいたっていることである。

当然ながらその反面で,本 来二律背反の関係にある資本蓄積の原則と公

平の原則 との矛盾がますます拡大 し,ま た公平の原則のデマゴギー(欺 朧)

性 も顕 となる。所得の再分配,低 所得者への減免税,累 進課税制度などを

内容とする公平の原則が,こ れまで方針上は一貫 して唱えられ続けてぎた

に もかかわらず,現 実には,国 民間の所得 ・資産格差は傾向的にむしろま

すます拡大 し,ま た後述のとお り,租 税負担の不公平 も実質的にはますま

す増大する傾向にあることが実証 しているとお りである。先のテキス トの

引用では,「 現代の租税政策(原 則)」の特徴 を 「多様なしか も相互の不整

合性が 目立つ課税 目的の調和(統 一)」 ときわめて抽象的に述べ られてい

るにすぎないが,そ の具体的な意味は,上 述のような矛盾とデマゴギー性

を実質的内容 とする 「不整合性の統一」 と理解すべきであろ う。

こうした現代的特徴は,ほ ぼ1970年 代半に始まる世界的な長期財政危機

の進行以降,い わゆる税制抜本改革推進のなかでいっそ う露骨に現われて

くる。た とえば,大 蔵省編 『日本の財政』はs現 代の支配的な租税原則と

して 「公平,簡 素 ・中立」をあげて次の ように述べている。(ただし,そ の

中の 「簡素」についての解説がない)。

「租税のあ り方を示すものが租税原則であ り,多 くの経済学者や財政学

者が論 じ,公 平,簡 素,中 立などがあげ られているがTこ こでは公平 と中

立につき説明することとする。

① 公 平

税負担は各人の負担能力に応 じて公平に配分 されなけれぽならない。こ

の場合,負 担の公平には 『垂直的公平』 と 『水平的公平』 とがあるといわ

れている。垂直的公平は,『 担税力(経 済上の負担能力)が 大きい者ほど大

きい税負担を負 うべき』 とす る原則であ り,水 平的公平は,r等 しい担税

力を有する者は等 しい税負担を負 うべき』 とする原則である。
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社会保障制度の充実 とともに,税 制において所得の再分配を図る垂直的

公平の意味は次第に変化 してきている。生活保護費や年金は国や地方公共

団体が家計に現金を給付するとい う意味で 『逆方向の税金』ともい うべき

性格のものであるから,単 に税制のみならず社会保障支出も併せて垂直的

公平の問題を考えてみる必要が生 じている。

水平的公平は,垂 直的公平を図る うえでの前提 となるものであ り,誰 も

が合意できる公平概念である。何を指標 として担税力を判断するのかにつ

いては,必 ず しも一義的に決まるものではないが,一 般的には,所 得,消

費,資 産に着 目される場合が多い。

② 中 立

課税の中立性 とは,税 が人々の経済活動に影響を及ぼ さないことをい う。

効率的な市場における経済上の決定に対す る干渉を最小にし,資 源配分を
(g}

撹乱 しない よ うな税が中立性の原則か らみて望 ま しい税である」。

上掲引用文がい う 「現代 の支配的な租税原則」の うち,ま ず 「簡 素」 の

原則 につ いて い えば,日 本 な らび に そ の他 の先進 資 本 主義 国で,近 年 の 「税

制抜 本 改革 」 の一 環 と して実現 された ことであるが,た とえば所 得税 に お

け る累 進課 税 の 「簡素」化が象徴的 な事例 であ る。わが国の場合,1983年

度 にお い て,60万 円以 下 の10%か ら8,000万 円超 の75%ま で19段 階 あ った

税 率構 造 が,1989年 度 以 降,300万 円 以下 の10%か ら2,000万 円超 の50%の

5段 階 へ 「簡素 」 化 され た。(次 節の第30表 参照)。 これ に よって確 か に税 率

構 造 が形 の上で 「簡素」化(な い し 「フラッ ト」化)さ れ た に ちが い ないが,

しか しそ の実 際的 意 味 は,次 節 で詳述 す る とお り,最 高税 率 の大 幅 引下 と

高額 所 得 へ の累進制適用の事実上 の廃止 であ る。 したが って,税 率構 造 の

「簡 素 」化 とは,実 質 的 には 高額 所 得へ の大幅 減税 に よる不公平税制 の拡

大にほかな らない。

また,「 中 立」 の原 則 につ いて い えば,そ の意義 自体 は ス ミスの場 合 と

同様 とい って よいであろ う。だがス ミスの場合は,自 由主義 段 階を 背景 と

して,一 定 の現 実性 を もって いた とい って よいが,現 代 資 本主 義 の も とで
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は非現実的で空虚なお題 目とい うべ きであろう。 とい うのは,租 税政策を

は じめ国家の経済的な介入やパ ックアヅプな しには資本蓄積 と再生産を維

持 しえないのが現代資本主義である以上,「 経済活動に影響を及ぼさない」

ような 「中立」的租税ない し税制なるものは,論 理矛盾であ り,原 則 とし

て存在 しえないからである。そ して実際にも,後 述するとお り,独 占資本

の資本蓄積を税制面か ら最大限に促進する一一一この意味で,む しろ積極的

に経済に影響を及ぼす ところに,現 代税制の一大特徴があるからであ

る。

「公平」の原則についても同様である。上掲引用は,「社会保障制度(逆

方向の税金)の 充実」によって,「 垂直的公平」を税制のみで考えるのは現

代では不適切だ とい う。いいかえれば,社 会保障の 「充実」(これ自体,わ

が国の実態をみればきわあて欺備的だが)に よってr低 所得者には十分税金が

還元されている(逆 方向の税金)う えに,"過 度"な 累進課税を実施す るこ

とは,か えって新たな"不 公平"を 生むから税率構造の 「簡素」化が必要

だ といわんとしているのである。「公平」を論 じなが ら,事 実上,不 公平

の拡大(「簡素」化)を 正当化するものといわ ざるをえないであろ う。

また,「 水平的公平」についていえば,上 掲引用は,こ れを 「誰 もが合

意できる公平概念である」 としている。た しかに抽象的にそれ自体を考え

れば 「誰 もが合意できる」としても,実 態 としてr現 代資本主義下の資産 ・

所得の国民(個 人 ・法人)間 における大きな不平等 と格差,し たがって担

税力の不平等と格差が現実に存在する点を考慮にいれれぽ,こ れまた,ほ

とん ど現実性をもちえない空虚なお題 目とい うべきであろう。逆にいえば,

そ うした不平等や格差がほとんどない場合にのみ,は じめて現実的意味を

もつにすぎないとい うことである。 ましてや,一 部の財政学が,「 水平的

公平」をもって大型間接税(消 費税)導 入の一論拠 とするなどは論外であ

る。

課税が真に現実的に公平であるためには一一そ してこの課税の公平は,

従来か ら今日にいたるまで最大で中心的な租税原則 といってよいが,
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第一に現実に存在す る資産 ・所得 の不平等な格差を前提 と して,し たが っ

て第 二 に,そ う した格 差 す なわ ち担 税 力 に応 じて負担す る課税(従 来か ら

用いられている用語をあえて使えば,応 能課税 垂直的公平といって もよい)で

あ るべ ぎであ ろ う。詳 し くは後述す るが,や や 具体 的 に いえ ば,第1に 一
(1(1)

定 限(「 健康 に して文 化的 な最低 限度 の生活 を営 む権利」 を維持す る水準)以 下 の

資 産 ・所 得 に た い す る 免 税 な い し非 課 税,第2に そ れ を 超 え る 分 に つ い て

の 超 過 累 進 課 税,そ して第3に 分 離 ・低 率 課 税 な どの 課 税 の 特 例 を 原 則 と

して 認 め な い 総 合 課 税 これ が 現 代 資 本 主 義 の 枠 内 で,真 に 現 実 的 な 公

平 を 実 現 す る … 般 的 租 税 原 則 とい わ な け れ ば な ら な い 。

(1)た とえば,大 蔵省編 『日本 の財政』,1989年 度版,37～39頁 み よ。

(2>A.ス ミス 『諸 国民 の富』(大 内兵 衛 ・松 川 ヒ郎訳),岩 波書店,ILLl86頁 。

(3}Wagner,A,�Finanzwissenschaft"Bd.N.2.Aufl.,f890.S.K.1.

(4)た とえば 前掲,武 田 ・遠藤 ・大内 『近代 財政 の理論』(172～174,189～191

頁)に も,こ の よ うな傾 向が強 くみ られ る。

(5)A.ス ミス,前 掲 書,皿,1,186～L189頁 。

(6)レ ーニ ン 『帝国主義論 』,岩 波文 庫,37頁 。

(7)同 卜_>126頁 。

(8)佐 藤進 ・宮 島洋r財 政』J東 洋経 済新報 社,108頁 。

(9)前 掲 『日本 の財政 』1989年 度版,77～78頁 。

㈹ 憲法第25条 「すべ ての国民 は,健 康 で文化的 な最低 限度 の生活 を営 む権利 を

有す る」。
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